【様式第1号】

　　　　　　　年　　　月　　日

福島市長　様

（申請者）
	住　　　　所

（主たる事業所の所在）
	〒　　　
℡（　　　　　　　　　　　　　　　）

	氏　　　　名

（名称及び代表者名）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	生年月日及び職業
	　　　　　　年　　　　月　　　　日 生　職業：


有害鳥獣捕獲等許可申請書
下記により、鳥獣捕獲等を行いたいので、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第9条並びに同法施行規則第7条の規定により申請します。
	鳥獣の種類及び数量
	種　類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数　量：

	捕獲等の目的
	農林水産業被害 ・ 生活環境被害 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　）

	捕獲等の実施期間
	自：　　　　年　　　　月　　　　　日　　/　　至：　　　　年　　　　月　　　　日

	捕獲等の実施区域
	福島市

	捕獲等の方法
	銃　　器（　　　　　　　　　　　　　）　・　わ　　な（　　　　　　　　　　　　　　）

	捕獲後の処置方法
	殺　傷 （その後の処置：埋　設　・　焼　却）　・　放獣又は放鳥

	鳥獣保護区等での実施
（規則第7条第1項第7号関連）
	

	狩猟免許の有無
有　　・　　無
	免許の種類　：
免状の交付者　：
免状番号及び交付年月日　：

	銃器を使用する場合
	銃砲の種別　：

許可証番号及び交付年月日　：

	備考
	


※記載上の注意事項
【共通事項】
1・　実際に捕獲等を行う者が申請者となり、その者について必要な事項を記載すること。なお、その資格を有する者は次のとおりである。
①被害を受けた者　②被害者から依頼された者　③法第9条第8項で環境大臣が定めた法人（農業協同組合・農業協同組合連合会・農業共済組合・農業共済組合連合会・森林組合・生産森林組合・森林組合連合会・漁業共同組合・漁業協同組合連合会）
2・　被害者から依頼された者が上記③以外の法人である場合は、現に作業を行なう者個人及び法人の連名により申請すること。（※この場合、主たる申請者は個人となる）
【住所欄】

3・　2に該当する場合は、所属法人等の所在地ではなく、申請者の自宅住所を記載すること。
【氏名欄】

4・　複数人で捕獲に携わる場合は、代表者氏名に「ほか○名」と加え、代表者以外は「許可申請者名簿（様式第1の2）」に必要事項を記載の上添付すること。
5・　2に該当する場合は、申請者氏名のほかに所属法人等名称を記入すること。なお、複数人で作業する場合は4に同じ。
【区域欄】

6・　大字、小字、地番等を記載し、捕獲等を行なう場所を明らかにした縮尺1/25,000以上の地形図を添付すること。なお、柵等の囲いのある敷地内で行なう場合に限り、住宅地図を用いてもよい。

【方法欄】

7・　該当する方法に○印を記入し、括弧内に使用する用具名称を記載すること（例：散弾銃、はこわな）。
【処置欄】

8・　該当する方法に○印を記入すること。
【鳥獣保護区等の記載欄】

9・　以下の場所、区域等において捕獲等を行なう場合は、その旨を記載すること。
①鳥獣保護区　②休猟区　③公道　④自然公園法第14条第1項の特別保護区　⑤都市計画法第4条第6項の都市計画施設である公共空地その他公衆慰楽の目的で設けられた園地であって、囲い又は標識によりその区域を明示したもの　⑥自然環境保全法第14条第1項の原生自然環境保全地域　⑦社寺境内　⑧墓地　⑨特定猟具使用禁止区域　⑩特定猟具使用制限地域　⑪猟区
【狩猟免許・銃器に関する記載欄】

10・　該当する場合に記載し、免状等の写しを添付すること。
